
○都城市農業振興地域整備計画案に対する意見書の取扱要綱

平成18年１月１日

（趣旨）

第１条 この要綱は、農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号。以

下「法」という。）第11条第２項の規定により市の策定する農業振興地域整備計

画の案又はその変更案（以下「計画案」という。）に対して提出される意見書の

取扱いについて定めるものとする。

（意見書の提出方法）

第２条 意見書を提出できる者は、市内に住所又は事業所を有する個人又は法人と

する。

２ 意見書には別記様式を用いるものとし、個人の場合にあっては住所、職業及び

氏名を、法人の場合にあっては事業所の所在地、法人名及び代表者名を記載する

とともに、計画案の中で意見の対象となる箇所及び意見を記載しなければならな

い。

３ 意見書は、法第11条第１項に規定する縦覧期間満了の日までに、直接、郵送、

ファクシミリ又は電子メールのいずれかの方法により、農政部農政課を通じて市

長に提出しなければならない。

（提出された意見書の処理）

第３条 前条第２項に規定する記載要件を満たし、正当なものであると認められた

意見書は、必要に応じて関係機関・団体等との調整を図りながら処理し、次の区

分ごとに取りまとめるものとする。

(１) 既に計画案に含まれているもの

(２) 計画案の修正又は追加により計画に反映させるもの（計画内容の大きな変

更を伴う場合を除く。）

(３) 今後、農業振興施策を展開する中で検討を要するもの

(４) 諸般の事情により計画への反映が困難なもの

(５) 計画案に関係のないもの（感想、質問等を含む。）

（意見書の要旨及び処理結果の公表）

第４条 前条の規定により処理した意見書の要旨及び処理結果は、法第12条第１項



の規定に基づき、農業振興地域整備計画を策定又は変更した旨の公告と併せて公

告する。

附 則

この要綱は、平成18年１月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成18年７月１日から適用する。



別記様式(第２条関係)

年 月 日

都城市長 あて

住所 (事務所の所在地)

職業 (法人名)

氏名 (代表者名) 印

農業振興地域整備計画の案に対する意見書

令和７年11月11日付けで公告のあった都城市農業振興地域整備計画案(変更案)に対し、

農業振興地域の整備に関する法律(昭和44年法律第58号)第11条第２項の規定により、下記

のとおり意見書を提出します。

記

計画案の中で意見の対象となる箇所 左記に対する意見


